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１ 譲渡所得と各種控除

項 目 内  容 

所得控除 

税額控除 
【誤り事例１】 

甲は令和７年中に自宅を譲渡したが、措法 35①（居住用財産を譲渡した場

合の 3,000 万円の特別控除）を適用したところ、課税分離譲渡所得金額が０

円（特別控除前の所得金額 2,600 万円）であったため、配偶者控除及び基礎

控除を適用した。 

⇒ 合計所得金額は、分離課税の譲渡所得については特別控除前の金額によ

り判定する。そうすると、甲の合計所得金額は 2,600 万円であり、配偶者

控除及び基礎控除の適用はない。 

【留意事項１】 

 次の諸控除については、合計所得金額（※）に制限があるため適用に当たって

は注意してください。 

 ① 寡婦・ひとり親控除…500 万円以下（所法２①三十、三十一） 

 ② 勤労学生控除…85 万円以下、かつ、給与所得以外の所得が 10 万円以下(所

法２①三十二) 

 ③ 配偶者控除及び配偶者特別控除…1,000 万円以下（所法 83、83 の２） 

④ 基礎控除…2,500 万円以下（所法 86） 

 ⑤ 住宅借入金等特別控除…2,000 万円以下（家屋の床面積が 40 ㎡以上 50 ㎡

未満である場合は 1,000 万円以下）である年のみに適用（措法 41） 

※ 「合計所得金額」とは、総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額を

いい（所法２①三十イ）、分離課税の譲渡所得がある場合には特別控除前の金額を

いいます。また、「純損失の繰越控除」、「雑損失の繰越控除」、「上場株式等の譲渡

損失の繰越控除」、「居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除（措法 41

の５）」及び「特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除（措法 41 の５の２）」の適用

がある場合には、その適用前の金額をいいます（措法37 の 12 の２⑧、41 の５⑫

一、41の５の２⑫一）。 

【誤り事例２】 

 甲（合計所得金額は 300 万円）の配偶者乙は、令和７年中に所有する実家

の土地が市に買い取られ、500 万円の譲渡収入（譲渡所得金額 475 万円）が

あったが、措法 33 の４（収用交換等の譲渡所得の特別控除）を適用すれば課

税分離譲渡所得金額が０円であり、その他の収入がなかったため、甲は乙に

係る配偶者控除を適用した。 

⇒ 乙は、分離課税の譲渡所得があるため、その合計所得金額は、特別控除

前の金額により判定する。そうすると、乙の合計所得金額は 475 万円とな

り、乙が確定申告書を提出したか否かにかかわらず、甲は配偶者控除を適

用することはできない。 

【留意事項２】 

 配偶者控除及び扶養控除は、配偶者等の合計所得金額が 58 万円以下の場合に

限り適用があります。しかし、配偶者等に分離譲渡所得がある場合には、その合

計所得金額は特別控除前の金額となることから、申告者の所得税の計算上、各種

控除の適用が受けられないケースがあります。
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２ 譲渡所得総論

項 目 内  容 

所有期間 

【留意事項】 

令和７年中に土地等を譲渡した場合における長期と短期は、令和７年１月１日に

おける所有期間によって、次のように判定されます。 

 長期：所有期間が５年超の土地等（令和元年 12 月 31 日以前に取得） 

 短期：所有期間が５年以下の土地等（令和２年１月１日以後に取得） 

【誤り事例】

甲は、令和２年３月に購入した乙土地について、令和７年６月に譲渡した。

甲は、乙土地の譲渡所得について、令和７年分の確定申告において、長期譲

渡所得として申告した。 

⇒ 乙土地は令和７年１月１日において所有期間が５年を超えないため、乙土

地に係る譲渡所得は短期譲渡所得となる。 

譲渡の範囲 １ 離婚に伴い土地建物等を財産分与した場合には、財産分与の時におけるその土

地建物等の価額（時価）により譲渡所得課税を行います。なお、譲渡損失が生じ

た場合には、他の土地建物等の譲渡所得との通算が可能です。 

２ 民法第 1046 条《遺留分侵害額の請求》第１項の規定による遺留分侵害額に相

当する金銭の支払請求があった場合において、金銭の支払に代えて、その債務の

全部又は一部の履行として資産（当該遺留分侵害額に相当する金銭の支払請求の

基因となった遺贈又は贈与により取得したものを含みます。）の移転があったと

きは、その履行をした者は、原則として、その履行があった時においてその履行

により消滅した債務の額に相当する価額により当該資産を譲渡したこととなり

ます（令和元年７月１日以降に相続が開始した場合に限ります。）。 

収入金額 

【留意事項】 

売買の場合、売買代金のほか、補償金、取壊費用、造成負担金、税金負担金、実

測による精算金などの名目で受け取った金銭があるときには、それらの金銭は譲渡

収入金額に含まれます。

【誤り事例】 

甲は、所有していた土地を 3,000 万円で乙に譲渡したが、売買契約では、未

経過固定資産税等を乙が甲に支払うことになっていた。甲は、これに基づき売

買代金 3,000 万円のほか 35,000 円を受領していたが、その金額を含めず、譲渡

所得に係る収入金額を、3,000 万円として申告した。 

⇒ 支払を受けた未経過固定資産税等に相当する額 35,000 円についても収入

金額に算入される。 

取得費 

【留意事項１】  

概算取得費控除（譲渡価額の５％）を適用した場合には、土地の造成費、相続（贈

【誤り事例１】

甲は、令和２年に相続により取得した先祖伝来の土地を 1,000 万円で譲渡し、

概算取得費 50 万円（譲渡価額の５％）と相続登記費用 10 万円の合計 60 万円

を取得費として控除した。 

⇒ 相続（贈与）時の登記費用や贈与時の不動産取得税などの実額による取得

費と概算取得費(譲渡価額の５％)は重複して控除をすることはできない。 
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項 目 内  容 

取得費（続） 与）時の登記費用など、取得費に該当する費用があっても重複して控除することは

できません。 

なお、概算取得費控除は個々の譲渡物件について選択適用することができます

（例：建物は実額、土地は概算取得費）。 

【誤り事例２】 

甲は、甲の父が過去に措法 37（事業用資産の買換えの特例）の適用を受けて

取得した土地乙を相続により取得した。 

その後、甲は土地乙を譲渡し、甲の父が土地乙を取得した際の売買価額（実

額）を取得費として譲渡所得の計算をした。 

⇒ 甲が譲渡した土地乙の取得価額は、甲の父が事業用資産の買換えの特例

を適用して譲渡した旧資産の取得価額を引き継ぐことになる（甲の父が取

得した際の売買価額によることはできない。）。 

【留意事項２】

譲渡資産について、その譲渡資産の取得時に各種買換え（交換）等の特例を適用

している場合には、適用した特例の内容に応じて、旧資産の取得時期や取得価額が

引き継がれていることがあります。譲渡資産の取得時における各種買換え（交換）

等の特例の適用の有無を確認し、適正に取得価額を計算する必要があります。 

なお、旧資産の取得価額の引継ぎがある場合において、引継価額が概算取得費の額

に満たない場合には、概算取得費によることができます。 

また、「特定の事業用資産の買換えの場合等の譲渡所得の課税の特例（措法 37）」

については、昭和 62 年９月 30 日以前に事業用資産の譲渡をした場合は課税の繰延

割合が 100％であったことに留意してください。 

【その他留意事項】 

１ 貸家等の事業用資産については、譲渡時点の未償却残高が取得費となるため、

不動産収支内訳書等により未償却残高を確認します。 

２ 公団分譲物件の取得価額については、その契約書上の「譲渡代金の額」による

のではなく、「使用料相当額の算定基準となる額」によることに注意してくださ

い。 

３ 「国外中古建物の不動産所得に係る損益通算等の特例」（措法 41 の４の３）に

より、令和３年分以後の不動産所得において、一定の国外中古建物から生ずる不

動産所得の損失はなかったものとみなされます。 

  本特例の適用を受けた国外中古建物を譲渡した場合には、その譲渡による譲渡

所得の金額の計算上、その国外中古建物の取得費から控除することとされる償却

費の額の累積額から、本特例により生じなかったものとみなされた損失の金額に

相当する部分の金額の合計額が控除されます（措法 41 の４の３③）。これにより

取得費の金額が増え、その国外中古建物の譲渡時の譲渡所得の金額は減少するこ

ととなります。 

  なお、本特例により生じなかったものとみなされた損失の金額に相当する部分

の金額の合計額を把握する必要がある場合には、青色申告決算書又は収支内訳書

の「○減価償却費の計算」の「摘要」欄の記載内容を確認してください。 

また、譲渡所得の内訳書には、特例適用条文等は記載しません。 
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項 目 内  容 

譲渡費用 

【留意事項１】 

 造成費は土地の改良費であるため取得費となります。 

なお、概算取得費控除（譲渡価額の５％）と重複して控除することはできないこ

とに注意してください（前記「取得費」（２及び３ページ）参照）。 

【誤り事例２】 

 底地の所有者が、借地人に立退料を支払って立ち退かせ、直ちにその土地を

譲渡した場合に、譲渡価額の全額に対して５％を乗じた概算取得費を計上する

とともに、立退料は譲渡費用として計上し、分離長期譲渡所得として申告した。

⇒ 借地権を取得した後に底地部分とともに譲渡したこととなるため、借地

権相当分の譲渡は短期譲渡所得、底地部分の譲渡は長期譲渡所得となる。 

よって、概算取得費控除の計算に当たっては借地権の譲渡部分を区分し

て計算する必要がある。 

【留意事項２】 

借地人に対する立退料は、借地権の買取りに係る費用であるため、借地権の取得

費となります。 

なお、長年賃貸していた土地について、立退料を支払った後、直ちに譲渡をした

場合には、譲渡所得の計算上、借地権相当分は短期譲渡所得、底地相当分は長期譲

渡所得となります。 

※ 借家人に対する立退料は譲渡費用となります（所基通 33－７）。 

【その他留意事項】

土地の譲渡に際し、その土地上にある建物等を取り壊した場合において、その取

壊しがその譲渡のために行われたものであることが明らかであるときは、その取壊

しによる損失（未償却残高。発生資材がある場合には、その発生資材の価額を控除

した残額）は譲渡費用として控除します（所基通 33－８）。 

※ 事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供されていた資産の

取壊しによる損失で、譲渡のために行われたことが明らかでないものは、その損

失の生じた日の属する年分の事業所得等の金額の計算上必要経費に算入します

（所法 51①）。 

【誤り事例１】 

 甲は土地を譲渡するに当たり造成費を支払ったため、その費用を譲渡費用

として譲渡所得を計算した。 

なお、この土地の取得費については概算取得費控除を適用した。 

⇒ 造成費は、土地の取得費に計上され、譲渡費用とはならない。なお、概算

取得費控除を適用している場合には、造成費及び概算取得費控除を重複し

て控除することはできない。 

損益通算 【留意事項】 

土地等及び建物等の譲渡損失については、一定の居住用財産の譲渡損失（措法 41

の５、41 の５の２）を除き、他の所得との損益通算はできません（ただし、土地等

及び建物等の譲渡所得内での損益の相殺は可能です。）。 

また、他の所得の計算上生じた所得の損失は、土地等及び建物等並びに株式等の

譲渡所得から控除することはできません。 
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３ 土地・建物を譲渡した場合の譲渡所得の特例

項 目 内 容 

特例関係全般 

【留意事項】 

重複して適用できない特例があるため、各種特例を適用する際には十分に注意し

てください（過去の特例適用状況も確認が必要となります。）。 

１ 居住用財産の譲渡の特例と住宅借入金等特別控除（措法 41） 

新築等をした家屋を居住の用に供した個人が、次の期間において、その家屋以

外の家屋（それまで居住していた家屋など）について、居住用財産の譲渡の特例

（措法 31 の３、35①、36 の２、36 の５又は 37 の５）の適用を受けている又は受

ける場合は、その者の居住年以後の各年分の所得税について、住宅借入金等特別

控除を適用できません。 

・ 令和２年４月１日以後に譲渡した場合 

   その居住の用に供した年とその前２年・後３年の計６年間 

 ・ 令和２年３月 31 日以前に譲渡した場合 

   その居住の用に供した年とその前２年・後２年の計５年間 

〇 前年以前に居住用財産の譲渡の特例又は住宅借入金等特別控除を適用して申

告している場合 

① 前年分又は前々年分で既に居住用財産の譲渡の特例の適用を受けている場

合には、住宅借入金等特別控除の適用は受けられず、また居住用財産の譲渡

の特例の適用は撤回できません。 

例えば、令和６年分の申告で措法 35①を適用している場合、令和７年分の

申告において住宅借入金等特別控除を適用するために、令和６年分の申告に

ついて措法 35①を受けないこととして修正申告をするということはできませ

ん。 

② 住宅借入金等特別控除の適用対象となる住宅に入居した日の属する年の翌

年以後３年以内の各年中にその住宅及びその住宅の敷地以外の居住用財産の

譲渡をした場合において、その居住用財産の譲渡につき措法 35①の適用を受

ける場合には、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができないため、

既に住宅借入金等特別控除の適用を受けた年分の所得税について、修正申告

書又は期限後申告書を提出しなければなりません。 

【誤り事例】 

甲は令和６年に自宅を譲渡し、措法 35①（居住用財産を譲渡した場合の 3,000

万円の特別控除）を適用して申告をした。その後、甲は、令和７年に新たに自宅

を取得し居住を開始したため、令和７年分の確定申告において、措法 41（住宅

借入金等特別控除）を適用して申告をした。 

⇒ 甲は、住宅借入金等特別控除の適用を受けようとする年分の前年分(令和

６年分)において、措法 35①（居住用財産を譲渡した場合の 3,000 万円の特

別控除）を適用していることから、令和７年分の申告において措法 41（住宅

借入金等特別控除）の適用を受けることはできない。 
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項 目 内 容 

特例関係全般 

（続） 

２ 主な特例の適用関係は下記表を参考にしてください。 

３ 被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除の特例（措法 35③）と相続財

産を譲渡した場合の取得費の加算の特例（措法 39）について、措法 35③に係る「対

象譲渡」部分以外の部分の譲渡については、措法 39 を適用することができます。

措法
31の２

措法
31の３

措法
33の４

措法
35①

措法
35の２

措法
31の２

× × × ×

措法
31の３

× ○ ○ ○

措法
33の４

× ○ × ×

措法
35①

× ○ × ×

措法
35の２

× ○ × ×

○：重複適用可 ×：重複適用不可 

※ この表は、適用する対象不動産が

一つであり、利用状況が単一で、か

つ、同一年分の所得に対して特例を

適用する場合を想定しています。 

対象不動産が複数ある場合、また

店舗併用住宅のように居住用部分と

事業用部分がある場合等について

は、各々判断することとなり、この

表に必ずしも当てはまらないことに

注意してください。 
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項 目 内 容

所法 58 条 《固定資産を交換した場合の譲渡所得の特例》 

【誤り事例】 

甲は、所有していた宅地（時価 1,000 万円）を乙が所有していた宅地（時価

900 万円）と交換し、交換差金 100 万円を受け取った。甲は、所法 58（交換の

特例）を適用し、譲渡はなかったものとして申告をした。 

⇒ 受け取った交換差金 100 万円については、譲渡所得が課税される。

【上記に係る留意事項】 

交換差金の額が交換対象資産のいずれか高い方の金額の 20％以内であっても、交

換譲渡資産のうち受け取った交換差金に相当する部分については、譲渡があったも

のとして課税されます。 

【その他留意事項】 

１ 「１年以上所有していた固定資産」の判定において、交換譲渡資産又は交換取

得資産について取得時に所法 58 や措法 33 などの特例の適用を受けている資産で

ある場合の所有期間については次によります（所基通 58－１の２）。 

① 所法 60①（贈与等により取得した資産の取得費等）又は措法第 33 の６①（収

用交換等により取得した代替資産等の取得価額の計算）の規定の適用のある資

産 ・・・・・ 引き続き所有していたものとして判定します。 

② 所令 168（交換による取得資産の取得価額等の計算）の規定の適用のある資

産 ・・・・・ その実際の取得の日を基礎として判定します。 

２ 同一用途の判定に当たり、「駐車場用地」は原則として「その他」となりますが、

例えばその土地が市街地内にあり、周辺の土地の利用状況及びその土地の利用状

況等からみて、いつでも建物を建てることができる状況にある場合等には「宅地」

と認められるケースもあります。 

措法 31 条の２ 《優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の軽減税率の特例》 

【留意事項】 

１ 建物や建物の附属設備、構築物の譲渡による譲渡所得には本特例は適用できま

せん（長期所有の土地等のみが特例の対象となります。）。 

２ 課税の繰延べの特例や各種特別控除の特例（措法 33～33 の４、34～35 の３、

36 の２、36 の５、37、37 の４～37 の６又は 37 の８）を適用した譲渡に関して

は、この特例の適用はできません。 

３ 超過物納により過誤納金を受領した場合にはこの特例の適用があります。 
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項 目 内 容

措法 33 条 

措法 33 条の４ 

共通 

《収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例》 

《収用交換等の譲渡所得等の特別控除（5,000 万円控除）》 

【誤り事例１】 

甲は、令和６年中に公共事業の施行に伴い、①土地に対する対価補償金 2,000

万円、②建物移転補償金 2,000 万円（建物は取壊し済み）、③仮住居補償 100 万

円、④移転雑費 300 万円を受け取ったが、甲はこれらの補償金の全て（計 4,400

万円）について措法 33（又は措法 33 の４）の特例を適用して申告した。 

⇒ ③仮住居補償及び④移転雑費は、移転補償金であり、一時所得の収入金額

に算入される（ただし、交付の目的に従って支出した場合には、その支出し

た額については、各種所得の金額の計算上、総収入金額に算入されない。）。

【留意事項１】 

公共事業用資産の買取り等の証明書（次の例１参照）の「摘要」欄に記載されている補

償金については、その内容により、譲渡所得ではなく他の所得区分（一時所得、不動産所

得等）に係る収入金額に算入すべきものも含まれています。 

 各補償金の所得区分については、【参考１】主な収用補償金の課税区分一覧表（35ペー

ジ）を参照してください。 

なお、収用等の特例の対象となるのは原則として対価補償金に限られますが、建物移転

補償金を受領した場合で、実際に建物を取り壊した場合については、対価補償金とす

ることができます。 

また、移転雑費は、一時所得の収入金額に算入されるものであり、実際に建物を

取り壊した場合であっても対価補償金とすることはできません。 

《 参 考 》 公 共 事 業 用 資 産 の 買 取 り 等 の 証 明 書 （ 例 １ ）
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項 目 内 容

措法 33 条 

措法 33 条の４ 

共通（続） 

【留意事項２】 

公共事業用資産の買取り等の証明書（次の例２参照）の「摘要」欄に記載されて

いる補償金については、その内容により、収用の特例等の適用がないものが含まれ

ている場合があります。

《参考》公共事業用資産の買取り等の証明書（例２） 

【留意事項３】 

土地区画整理法の規定による換地処分による清算金の額等の所得税法上の収入す

べき時期は、実際に受領した日ではなく換地処分の公告のあった日の翌日とされて

います（措通 33－７）。 

【誤り事例２】 

甲は、令和７年中に公共事業の施行に伴い、土地に対する対価補償金のほか、

建物移転補償金（事業施行地内の土地の上にある建物及び事業施行地外の土地

の上にある建物に係るもの）を受け取り、建物は全て取り壊した。甲はこれら

の補償金の全てについて措法 33（又は措法 33 の４）を適用して申告した。 

⇒ 事業施行地外の土地の上にある建物等の資産に係る移転補償金は、その建

物等を取り壊した場合、対価補償金として取り扱うことができ、譲渡所得と

することができるが、この補償金については、原則として、譲渡所得等に係

る収用の特例の適用はない。

【誤り事例３】 

甲は、令和８年１月にＡ土地区画整理事業の換地処分に伴う清算金を受領し

たため、令和８年分の所得税の確定申告において申告をする予定である。 

なお、Ａ土地区画整理事業に係る換地処分の公告は、令和７年 11 月になされ

ていた。 

⇒ 収入すべき時期は換地処分の公告のあった日の翌日となることから、令和

７年分として申告をしなければならない。 

事業施行地外の土地の上にある建物等の資産に係る移転補償
金等については、原則として、譲渡所得等に係る収用の特例
（5,000 万円控除等）の適用はない。 
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項 目 内 容

措法 33 条 

措法 33 条の４ 

共通（続） 

【その他留意事項】 

１ 同一年中に収用事業が複数ある場合において、その事業ごとに 5,000 万円控除

と代替の特例を重複して適用することはできません（例：Ａ事業について 5,000

万円控除を、Ｂ事業について代替の特例を適用して申告することはできません。）。

２ 対価補償金のうちに令和７年中に未収金があり、譲渡物件の引渡しが未了であ

る場合には、翌年以降分に申告するものとしても差し支えありません（措通 33－

７、所基通 36－12）。 

  なお、代替資産を先行取得している場合、収用等があった日前の所定の期間内

で、かつ、その事業認定又は買取りの申出等のあった日以後に取得した資産に限

り、その先行取得資産を代替資産として代替の特例を受けることができます（措

法 33②、措通 33－47）。 

３ 経費補償金等について課税の延期を行う場合には、「収益補償金等の課税延期申

出書」を提出します。 

  なお、課税延期をした経費補償金等につき、延期した年分までにその交付の目

的に従って支出されなかった部分の金額があるときは、その金額について課税延

期した年分の所得として申告する必要があります。

措法 33 条の４ 《収用交換等の譲渡所得等の特別控除（5,000 万円控除）》 

【誤り事例】 

甲は同一事業のために２年にわたって２か所の土地を買い取られたが、１年

目（令和６年）よりも２年目（令和７年）の方が補償金の額が大きくなる見込

みであったことから、１年目は措法 33 の４を適用せず、２年目で初めて適用し

た。 

⇒ 同一事業に係る２年目（令和７年）の買取りについて、この特例を適用す

ることはできない。 

【留意事項】 

5,000 万円控除は、同一の事業について最初に譲渡のあった年のみ適用すること

ができます。なお、２年目以降は、この特例を適用することはできませんが、措法

33 の適用は可能です。 

【その他留意事項】 

１ 5,000 万円控除と住宅借入金等特別控除の重複適用は可能ですが、住宅借入金

等特別控除には所得制限（適用を受ける年において合計所得金額（特別控除前の

金額）が 2,000 万円以下（※））があることに注意してください。 

 ※ 家屋の床面積が 40 ㎡以上 50 ㎡未満である場合は 1,000 万円以下となりま

す。 

２ 最初に買取り等の申出があった日から６か月を経過した日までに譲渡された場

合に限り、5,000 万円控除を適用することができます（６か月以内に売買契約が

締結されている場合を含みます。）。 
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項 目 内 容

措法 34 条 《特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の特別控除》 

【留意事項】 

法文上、「土地等（第 35 条の規定の適用を受ける部分を除く。）」とされています

が、これは、譲渡した土地等が居住用兼事業用などの場合に、居住用部分の所得計

算において、措法 35 を適用してもなお所得が生じた場合にその所得が生じた部分に

ついては措法 34 を適用することはできないという意味です。 

したがって、事業用部分の所得計算においては、他の要件を満たす限り、措法 34

を適用することができます。

措法 35 条① 《居住用財産を譲渡した場合の 3,000 万円の特別控除》 

【誤り事例】 

甲は令和５年までＡ家屋（甲の父所有、平成２年築）に居住していたが、Ｂ

家屋を購入し、同年中に転居した。その後、甲は令和６年にＡ家屋及びその敷

地を相続により取得したが、甲の父の相続開始後、甲は一度もＡ家屋に居住す

ることなくＡ家屋及びその敷地を令和７年に譲渡し、本特例を適用した。 

⇒ 甲は所有者としてＡ家屋を居住の用に供していないことから、本特例を適

用することはできない。 

【留意事項】 

上記に係る居住用財産の譲渡の各特例は、原則として、所有者として居住の用に

供していた資産を譲渡した場合に適用できる特例であるため、譲渡直前に相続等に

より取得した物件については、適用の可否に注意が必要です。 

【その他留意事項】 

１ 本特例を含む居住用財産の各特例は、「居住の用に供している家屋」を中心とし

た特例であることから、原則として、敷地のみの所有者に各特例の適用はありま

せん。 

 ただし、①譲渡家屋の所有者と敷地の所有者とが親族関係を有し、かつ生計を

一にしていること、②譲渡家屋は、その家屋の所有者が敷地の所有者とともに居

住の用に供している家屋であること等の一定の要件を満たす場合には、各特例を

適用することができる場合があります（措通 35－４）。 

 なお、この場合の敷地の所有者に係る特別控除額は、3,000 万円の特別控除額

のうち、家屋の所有者の譲渡所得から控除しきれない控除不足額部分を限度とし

ます。 

２ 居住用財産の譲渡であっても、特定の者（譲渡者の配偶者、直系血族、生計を

一にする親族その他特別の関係のある者）に譲渡した場合には各特例の適用があ

りません。 

３ 店舗併用住宅を譲渡した場合には、譲渡物件の譲渡直前の利用状況により譲渡

価額をあん分した上で居住用部分についてのみ 3,000 万円控除を適用します。 

なお、事業用部分については事業用資産の買換えの特例を受けることができる

場合があります。 

４ 住民票に記載されていた住所が、譲渡契約締結日の前日において、譲渡した居

住用財産の所在地と異なる場合は、戸籍の附票の写し、消除された戸籍の附票の

写しその他これらに類する書類で、措法 35②各号のいずれかの場合に該当する事

実を明らかにするものを添付しなければなりません。
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項 目 内 容

措法 35 条③ 《被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除の特例》 

【誤り事例１】 

  令和６年に丁（父）が死亡し、その際の相続人は甲及び乙の２名であった。 

 甲は、丁の相続により、乙及び丙（包括受遺者）とともに、丁が生前居住して

いたＡ家屋及びその敷地を取得した。 

 甲は乙及び丙と共同してＡ家屋を取り壊した後、Ａ家屋の敷地を令和７年５

月に譲渡し、丁の相続人が甲及び乙の２名であることから、措法 35③の適用に

当たり、特別控除額 3,000 万円を控除して譲渡所得金額を計算した。 

⇒ 相続又は遺贈により被相続人居住用家屋及びその敷地を取得した相続人及

び包括受遺者が３人以上であるため、特別控除額は 2,000 万円が上限額とな

る。 

【留意事項１】 

令和６年１月１日以後の譲渡について、相続又は遺贈により被相続人居住用家屋

及びその敷地等を取得した相続人（包括受遺者を含みます。）の数に応じて（法定相

続人の人数ではありません。）、次のとおり特別控除額の上限額が異なります。 

① 取得者が３人以上の場合・・・最高 2,000 万円 

② 取得者が２人以下の場合・・・最高 3,000 万円 

なお、特別控除額の上限額は、相続又は遺贈により被相続人居住用家屋及びその

敷地等を取得した者の相続人（包括受遺者を含みます。）の数により判断するため、

相続又は遺贈により被相続人居住用家屋又はその敷地等のいずれか一方のみを取得

した者は上記の人数に含まれません。 

【誤り事例２】 

令和５年に丙（父）が死亡し、その際の相続人は甲と乙（母）の２名であった。

丙の遺産分割協議を行わないまま、令和６年に乙が死亡したが、丙の死亡後、乙

が一人暮らしをしていたＡ家屋及びその敷地の名義は丙名義のままであった。甲

は、令和７年にＡ家屋を取り壊してその敷地を譲渡し、その譲渡の全部について、

措法35③を適用した。 

⇒ 原則として、乙の法定相続分（２分の１）についてのみ特例の適用を受けるこ

とができる。 

【留意事項２】 

相続人が複数人いるときの相続財産については、各共同相続人の共有に属するもの

とされており（民法898）、遺産分割の協議が行われる前に乙が死亡した場合のＡ家屋

とその敷地は、甲と乙の法定相続分（乙の持分：1/2、甲の持分：1/2）による共有とな

り、その後、改めて乙の相続分（1/2）を甲が相続により取得したこととなります。 

したがって、甲は、乙の法定相続分（1/2）についてのみ、この特例の適用を受ける

ことができます（甲が丙の相続開始により直接取得した持分については適用要件を満

たしていません。）。 

※ ただし、一次相続に係る遺言書がある場合や遺産分割協議書を作成していなく

ても遺産分割の合意がある場合、あるいは二次相続に係る相続人が複数人いる場

合など、本事例と事実が異なる場合においては、その遺言書や遺産分割の協議に

よる取得内容によることとなります。 
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項 目 内 容

措法 35 条③ 

（続） 

【その他留意事項】

１ この特例の適用対象となる被相続人居住用家屋及びその敷地等の範囲には、被

相続人の居住の用に供することができない特定事由（要介護認定を受けていた被

相続人が特別養護老人ホームに入居していた場合など）により相続開始の直前に

おいてその被相続人の居住の用に供されていなかった場合（一定の要件を満たす

場合に限ります。）におけるその特定事由により居住の用に供されなくなる直前に

その被相続人の居住の用に供されていた家屋及びその敷地の用に供されていた土

地等が含まれます。 

２ 令和５年度税制改正により、令和６年１月１日以後に行われる被相続人居住用

家屋の譲渡又は被相続人居住用家屋とともにするその敷地等の譲渡について、譲

渡の時において被相続人居住用家屋が一定の耐震基準を満たしていない場合であ

っても、その譲渡の時からその譲渡の日の属する年の翌年２月 15 日までの間に、

被相続人居住用家屋が次のいずれかを満たすこととなった場合には、この特例の

適用を受けることができます。 

 ① 一定の耐震基準を満たすこととなったこと。 

 ② その全部の取壊し若しくは除却がされ、又は滅失したこと。 

３ この特例の対象となる「被相続人居住用家屋」とは、被相続人が主として居住

の用に供していた一の建築物に限られるため、被相続人が主として居住の用に供

していた母屋とは別の建築物（離れ、倉庫又は車庫等）及びその敷地に対応する

部分（面積）については、母屋との一体利用の有無に関わらず、この特例の適用

対象から除かれます。 

４ 被相続人居住用家屋に被相続人以外の者が居住していた場合（相続開始後も含

みます。）は、この特例の適用を受けることはできません。 

５ 対象譲渡の対価の額が「１億円以下」の場合に限り、この特例の適用を受ける

ことができます。 

なお、この「１億円以下」の判定は、「相続開始の日」から「この特例の適用を

受ける者が譲渡した日から３年を経過する日の属する年の 12 月 31 日」までの間

に対象譲渡資産と一体となっていた家屋又はその敷地等を譲渡（「適用前譲渡」又

は「適用後譲渡」）している場合には、これらの合計額により行います。 

６ 被相続人居住用家屋及びその敷地等の両方を取得した相続人のみがこの特例の

適用を受けることができますが、上記５の適用前譲渡及び適用後譲渡に係る対価

の額の判定（対象譲渡の額と併せて１億円以下であること）に当たっては、被相

続人居住用家屋又はその敷地等のいずれか一方のみを取得した相続人に係る譲渡

対価の額も含めて判定します。 

７ この特例の適用を受ける際に、「対象譲渡」部分については「相続財産を譲渡し

た場合の取得費の加算の特例（措法 39）」の適用を受けることはできませんが、

「対象譲渡」以外の部分については、同一の譲渡であっても措法 39 の適用を受け

ることができます。 

８ 「被相続人居住用家屋等確認書」は、相続開始の直前において被相続人が一人

で居住していたこと及び相続開始後においては未利用であったことを確認したも

のであるため、この確認書が発行されている場合であっても、他の適用要件を満

たしていない可能性があることから、別途その他の適用要件を確認する必要があ

ることに留意してください。 
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項 目 内 容

措法 35 条③ 

（続） 

 ※ 相続開始から一定期間内に譲渡できなかった場合でもこの確認書は発行され

ます。 

９ この特例の適用を受ける者は、被相続人居住用家屋又はその敷地を相続により

取得した他の相続人に対し、この特例の適用を受ける譲渡をした旨、譲渡した日

等を通知しなければなりません。 

措法 35 条の２ 《特定期間に取得をした土地等の長期譲渡所得に係る 1,000 万円の特別控除》 

【留意事項】 

１ この特例は、平成 21 年１月１日から平成 22 年 12 月 31 日までの間に取得（特

別の関係のある者からの取得又は相続、遺贈、贈与若しくは交換等による取得を

除きます。）した長期所有の土地又は土地の上に存する権利（借地権等）の譲渡に

ついて、譲渡した土地の用途を問わず、適用することができます。なお、他の特

例との重複適用はできないことに留意してください。 

２ この特例の適用は土地又は土地の上に存する権利（借地権等）に限られ、建物

等の譲渡による譲渡所得には適用されません。 

※ 土地及び建物を一括して譲渡した場合には、その譲渡による譲渡所得のうち、

土地の譲渡に対応する部分についてのみこの特例の適用があります。

措法 35 条の３ 《低未利用土地等の長期譲渡所得に係る 100 万円の特別控除》 

【留意事項】 

１ 土地及び建物を一括して譲渡した場合には、その譲渡による譲渡所得のうち、

土地の譲渡に対応する部分についてのみこの特例の適用があります。 

２ 低未利用土地に係る譲渡の対価の額が 500 万円以下である場合にこの特例の適

用がありますが、譲渡した低未利用土地が次のいずれかの区域内に所在する場合、

譲渡の対価の額が 800 万円以下であればこの特例を適用することができます。 

① 市街化区域 

② 非線引きの都市計画区域（市街化区域又は市街化調整区域に関する都市計画

が定められていない地域）のうち、用途地域が定められている区域 

③ 所有者不明土地対策計画を作成した市町村の区域 

３ 譲渡の対価の額が 500 万円（又は 800 万円）を超えるかどうかの判定について

は、一の契約において一団の低未利用土地等を譲渡した場合には、その譲渡の契

約が 500 万円（又は 800 万円）を超えるかどうかにより判定し、一の契約におい

て離れている二以上の低未利用土地等を譲渡した場合には、それぞれの低未利用

土地等ごとの譲渡の対価の額が 500 万円（又は 800 万円）を超えているかどうか

により判定します。 

 また、一の契約において低未利用土地等と低未利用土地等以外の土地等を併せ

て譲渡した場合には、その低未利用土地等の譲渡対価の額が 500 万円（又は 800

万円）を超えるかどうかにより判定します。 

４ 譲渡した一団の低未利用土地等が、この譲渡の対価に係る価額要件が 500 万以

下となる区域と 800 万円以下となる区域のいずれにも所在する場合における低未

利用土地等の譲渡対価に係る価額要件については、それぞれの区域に係る上限価

額をそれぞれの区域に所在する低未利用土地等の面積を基にあん分するなど、合

理的な方法により算定した価額によることとなりますが、例えば、それぞれの区
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項 目 内 容

措法 35 条の３ 

（続） 

域に所在する低未利用土地等の面積を算定するのが困難であるなどの事情がある

場合は、その低未利用土地等の総面積の過半を占める区域にその低未利用土地等

が所在するとして差し支えありません（措通 35の３－２の２）。 

措法 36 条の２ 

措法 36 条の５ 

《特定の居住用財産の買換え（交換）の特例》 

【留意事項】 

１ 譲渡資産の譲渡価額が１億円以下の場合に特例を受けることができます。 

この１億円以下の判定は、譲渡した年の前年、前々年又は翌年、翌々年に譲渡

資産と一体となっていた建物又は土地等を譲渡している場合には、これらの合計

額で行うことに留意する必要があります。 

２ 建築後使用されたことのない家屋に令和６年 1 月１日以後に入居見込みである

場合において、その家屋が次のいずれにも該当しないときには、一定の省エネ基

準（断熱等性能等級４以上及び一次エネルギー消費量等級４以上）を満たす必要

があります。 

① 令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けているもの 

② 令和６年６月 30 日以前に建築されたもの 

措法 37 条 《特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課税の特例》 

【誤り事例】 

甲は、平成22年に取得した市街化区域内にある農業の用に供していた農地を令

和７年４月に譲渡し、その譲渡代金で同年６月に土地を取得して、月極めの貸駐

車場として事業の用に供している。 

この譲渡による所得について、取得した土地を買換資産として特定の事業用資

産の買換えの特例の適用を受けた。 

⇒ 月極めの貸駐車場の用に供されている土地等は、一定のやむを得ない事情が

ある場合を除き買換資産に該当しないことから、特定の事業用資産の買換えの

特例の適用を受けることはできない。 

【留意事項】 

措法 37①の表３号の下欄に掲げる買換資産（３号買換え）となる土地等は、原則

として、事務所又は店舗等の特定施設の敷地の用に供されるものでなければなりま

せん。 

なお、買換資産が駐車場の用に供される土地等である場合には、建物又は構築物

の敷地の用に供されていないことについて都市計画法上の開発許可手続中であるこ

となどの一定のやむを得ない事情があるものなどに限られます。 

また、３号買換えについては、次の点にも留意してください。 

① 買換資産は、その敷地等の面積が 300 ㎡以上のものに限られます。 

 なお、買換資産が共有物やマンション等である場合、その面積が 300 ㎡以上

であるかどうかの判定については、共有持分又は敷地権を乗じた面積によりま

す（措通 37－11 の 14）。 

② 課税の繰延割合は原則として 80％ですが、次の表に該当する場合は、その該

当する区分に応じて 90％、75％、70％又は 60％となります。 
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項 目 内 容

措法 37 条 

（続） 

※１ 「集中地域」とは、平成 30年４月 1日における次の区域をいいます。 

  ① 首都圏整備法に規定する既成市街地（東京都の 23区・武蔵野市の全域、

三鷹市・横浜市・川崎市・川口市の特定の区域）及び同法に規定する近郊

整備地帯 

② 近畿圏整備法に規定する既成都市区域（大阪市の全域、京都市・守口

市・東大阪市・堺市・神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市の特定の区域） 

③ 首都圏、近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備のための国の財政上の

特別措置に関する法律施行令に規定する区域（名古屋市の特定の区域） 

２ 「主たる事務所資産」とは、個人の主たる事務所として使用される建物（そ

の附属設備を含みます。）及び構築物並びにこれらの敷地に供される土地等を

いいます。 

  ３ 令和５年４月１日以後に譲渡をし、かつ、令和５年３月 31 日以前に買換資

産の取得をした場合は上記表の項番１及び３の繰延割合は括弧内の割合とな

ります。 

【その他の留意事項】 

１ 買換取得土地については、面積制限（原則として譲渡面積の５倍）があること

に注意する必要があります。 

２ 不動産賃貸物件については、事業の規模を確認し「事業に準ずるもの」といえ

るか否かを検討します。例えば親族との間で使用貸借されていた物件や継続的な

貸付けでない物件は、この特例を適用することはできません（措通 37－３）。 

３ 買換資産の先行取得については、事前に届出がされている場合のみ特例適用が

可能です（宥恕規定は設けられていません。）。 

４ 令和６年４月１日以後に譲渡資産を譲渡し、かつ、同日以後に買換資産の取得

をする場合で、譲渡資産の譲渡をした日の属する年中に買換資産を取得するとき

は、譲渡資産の譲渡の日（同日前に買換資産の取得をした場合には、その取得の

日）を含む三月期間（注）の末日の翌日から２か月以内に、この特例の適用を受

ける旨等を記載した届出書を提出する必要があります。 

 （注）三月期間とは、１月１日から３月 31 日まで、４月１日から６月 30 日まで、

７月１日から９月 30 日まで及び 10 月１日から 12 月 31 日までの各期間をい

います。 

項番 譲渡資産 買換資産 
繰延割合 

（※３） 

１

集中地域(※１)のうち

東京都 23 区の区域内に

ある主たる事務所資産

(※２) 

集中地域外の地域内にあ

る主たる事務所資産 

90％ 

（80％） 

２ 

集中地域外の地域内に

ある資産（下欄に掲げる

資産を除く）

集中地域（東京都 23 区の

区域内を除く）にある資産 
75％ 

 東京都 23 区の区域内に

ある資産 
70％ 

３ 
 集中地域外の地域内に

ある主たる事務所資産

 東京都 23 区の区域内に

ある主たる事務所資産 

60％ 

（70％） 
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項 目 内 容

措法 39 条 《相続財産を譲渡した場合の取得費の加算の特例》 

【誤り事例１】 

甲は、遺産分割協議に基づき他の相続人に代償金 1,000 万円を支払うことを

条件に相続（令和５年相続開始）により取得したＡ土地を令和７年に譲渡した

が、その取得費に加算する相続税額の計算に際し、代償金の支払を加味しなか

った。 

⇒ 代償金を支払って取得した相続財産を譲渡した場合には、次の「留意事項

１」に掲げる調整計算を行わなければならない。 

【留意事項１】 

代償金を支払って取得した相続財産を譲渡した場合の取得費加算額の計算につい

ては、下記の算式（措通 39－７）によります（「相続財産の取得費に加算される相続

税の計算明細書」の裏面を参照してください。）。 

【算式】平成 27 年１月１日以後の相続又は遺贈による取得の場合

 ※ 遺贈が遺留分を侵害するものとして行われた遺留分侵害額の支払の請求に

基づき、遺留分侵害額に相当する金銭を支払った場合には、この算式に準じて

「支払代償金」を「遺留分侵害額に相当する価額」として計算します。 

【誤り事例２】 

甲は、令和６年に甲の父から相続により取得したＡ土地を 2,000 万円で令和

７年８月に譲渡した。なお、Ａ土地は、甲の父が平成 29 年に 2,200 万円で購入

したものである。Ａ土地の取得費に加算する相続税額は 500 万円であり、その

金額を加算すると、Ａ土地の取得費は 2,700 万円となり、譲渡損が 700 万円と

なる。よって、Ａ土地の譲渡により生じた譲渡損 700 万円を同年中にＢ土地の

譲渡により生じた譲渡益 2,000 万円と通算した。 

項 目 Ａ土地 Ｂ土地 

収入金額 ① 2,000 万円 3,000 万円

取得費 ② 2,200 万円 150 万円

取得費加算額（措法 39） ③ 500 万円 750 万円

譲渡費用 ④ 0 円 100 万円

①－（②＋③＋④） △700 万円 2,000 万円

⇒ Ａ土地については、特例適用前において譲渡損失が生じていることから、

取得費に加算する相続税額はない。よって、Ａ土地の譲渡損失は 200 万円と

なる。 

※ 収入金額からこの特例適用前の取得費及び譲渡費用を控除した残額が上

限となる（譲渡所得を「０円」までとし、譲渡損失としない。）。 

その者の 

確定相続税額 
× 

譲渡した相続財産 

の相続税評価額 

相続税の課税価格＋債務控除額 

－（支払代償金）× 
相続税の課税価格＋債務控除額＋支払代償金 

譲渡した相続財産の相続税評価額※
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項 目 内 容

措法 39 条 

（続） 

【留意事項２】 

相続税の課税価格の計算の基礎に算入された資産を同一年中に２以上譲渡した場

合の取得費加算額は、譲渡資産ごとに計算することから、たとえ、譲渡した資産の

うちに譲渡損失の生じた資産があり、その譲渡損失の生じた資産に対応する部分の

相続税額をその資産の取得費に加算することができない場合であっても、その相続

税額を他の譲渡資産の取得費に加算することはできません（措通 39－５）。 

【その他留意事項】 

１ 代償分割として取得した相続人固有の資産であった土地を譲渡してもこの特例

の適用はありません。 

２ 超過物納により過誤納金を受領した場合にもこの特例の適用があります。 

３ 相続時精算課税適用者については、特定贈与者からの贈与により取得した資産

でその贈与者が死亡した時の相続税の課税価格に加算されたものについてもこの

特例の適用対象となります。 
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項 目 内 容

措法 41 条の５ 

措法 41 条の５の２

《居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除》 

《特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除》 

【誤り事例】 

甲は、令和７年中に自宅マンションを 1,200 万円で譲渡し、譲渡損失 500 万

円が生じた。 

甲は、令和８年末までに買換資産を取得する予定がなく、譲渡契約締結前日

における住宅借入金の残高は 1,000 万円であったにもかかわらず、措法 41 の５

の２を適用して当該譲渡損失 500 万円を給与所得と損益通算する旨の申告を行

った。 

⇒ 甲は譲渡契約締結の前日において、譲渡価額を超える住宅借入金残高を有

していないことから、損益通算可能額は０円である。 

【上記に係る留意事項】 

措法 41 の５と措法 41 の５の２とでは、特例適用要件（買換資産の取得要件及び

住宅借入金等の残高の有無等）が異なりますので、適用の可否判定に当たっては注

意してください。 

《措法 41 の５と措法 41 の５の２の主な特例適用要件》 

項 目 措法 41 の５ 措法 41 の５の２ 

譲
渡
資
産

所有期間 ５年超（譲渡の属する年の１月１日時点） 

住宅借入金

等の残高 

必要 

（売買契約締結日の前日） 

買
換
資
産

買換資産の

取得 

必要 

（譲渡の翌年の 12 月 31 日まで）

住宅借入金

等の残高 

必要 

（取得日の属する年の 12 月 31 日時点）

繰
越
控
除

翌年に繰り

越される

損失の金額

譲渡損失の金額のうち、損

益通算してもなお控除しき

れない金額（500 ㎡を超える

敷地に対応する金額は対象

外） 

譲渡損失の金額（ただし、住

宅借入金等の残高から譲渡

価額を控除した額が限度）

のうち、損益通算してもな

お控除しきれない金額 

住宅借入金

等の残高 

必要 

(繰越控除を受けようとす

る年の 12 月 31 日時点) 

所得要件 
合計所得金額 3,000 万円以下 

（繰越控除の適用を受けようとする年分） 

【その他留意事項】

１ 譲渡損失を繰り越す場合は、譲渡損失が発生する年分について、確定申告書を

申告期限内に提出しなければなりません。 

  なお、譲渡損失が発生する年分の損益通算については期限後申告でも適用する

ことができますが、翌年以降へ損失を繰り越すことはできません。 
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項 目 内 容

措法 41 条の５ 

措法 41条の５の２

（続） 

また、繰越控除の適用を受けるためには、翌年以降も連続して確定申告書を提

出する必要があります。 

２ 住宅借入金等に係る留意事項 

(1) 借入金又は債務の借換えをした場合 

買換資産（措法 41 の５の２の場合は、譲渡資産）の取得に係る当初の借入金

等の金額を消滅させるために新たな借入金を有することとなる場合には、新た

な借入金が当初の借入金を消滅させるためのものであることが明らかであり、

かつ、措令 26 の７⑬一又は四（措法 41 の５の２の場合は、措令 26 の７の２⑩

一又は四）に規定する要件を満たしているときに限り、その新たな借入金は、

買換資産に係る住宅借入金等に該当するものとされます（措通 41 の５－16、同

41 の５の２－５）。 

(2) 繰上返済等をした場合 

買換資産に係る住宅借入金等の金額に係る契約において、その年の翌年以後

に返済等すべき住宅借入金等の金額につき、その年に繰り上げて返済等をした

場合であっても、その年の 12 月 31 日における現実の買換資産に係る住宅借入

金等の残高があるときには、措法 41 の５①又は④の適用があります。ただし、

繰上返済等により償還期間等が 10 年未満となる場合のその年については、措法

41 の５①又は④の適用はありません（措通 41 の５－17）。 

また、措法 41の５の２を適用しようとする場合において、特定譲渡に係る契約

を締結した日の前日前に譲渡資産に係る住宅借入金等を繰り上げて返済等をして

いた場合であっても、契約を締結した日の前日における住宅借入金等の残高があ

るときには、その残高に基づいて特定居住用財産の譲渡損失の金額を計算するこ

とができます。なお、繰上返済等により住宅借入金等の償還期間又は賦払期間（※）

が 10年未満となった場合には、特例の適用はありません（措通 41 の５の２－６）。

※ 「償還期間又は賦払期間」とは、当初の契約により定められていた最初に償

還した月からその短くなった償還期間の最終の償還月までの期間をいいます。

したがって、この期間が 10 年以上であれば、この特例を適用することができま

す。 

３ 買換資産を取得しない場合等の修正申告等 

措法 41 の５①（損益通算の特例）の適用を受けた者が、①譲渡した年の翌年 12

月 31 日までに買換資産を取得しない場合、②買換資産の取得をした日の属する年

の 12 月 31 日において住宅借入金等の金額を有しない場合、③買換資産を取得し

た年の翌年 12 月 31 日までに買換資産を居住の用に供しない場合は、譲渡した年

の翌年 12 月 31 日又は買換資産を取得した年の翌年 12 月 31 日から、４か月以内

に適用を受けた年分についての修正申告書を提出しなければなりません。 

また、措法 41 の５④（繰越控除の特例）の適用を受けた者が、買換資産を取得

した年の翌年 12 月 31 日までに買換資産を居住の用に供しない場合には同日か

ら、それぞれ４か月以内に適用を受けた年分についての修正申告書を提出しなけ

ればなりません。 
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項 目 内 容

特例を適用 

する場合の 

申告の要否 

【留意事項】 

 以下の特例を適用する場合、確定申告書を提出する必要がない者については、特

例を適用するために確定申告書等を提出する必要はありません。 

 ① 措法 33 の４（収用交換等の譲渡所得等の 5,000 万円の特別控除） 

② 措法 34（特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の 2,000 万

円の特別控除） 

 ③ 措法 34 の２（特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の 1,500

万円の特別控除） 

なお、措法 34 の３（農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の 800 万

円控除）や、措法 35①（居住用財産を譲渡した場合の 3,000 万円の特別控除）など、

申告要件がある特例については、特例の適用により納付すべき税額が０円となる場

合でも、確定申告書を提出する必要があります。 

各特例の 

提出書類 

【留意事項】 

 ①又は②の場合、それぞれ次に掲げるいずれかの事項を税務署に提供することに

より、登記事項証明書の添付を省略することができます。 

 ① 不動産登記事項証明書の添付を省略する場合 

・ 特例適用の対象となる不動産の所在及び地番又は家屋番号 

・ 特例適用の対象となる不動産の不動産番号 

 ② 商業・法人登記事項証明書の添付を省略する場合 

・ 法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地 

・ 会社法人等番号 

・ 法人番号 

 ※ 登記事項証明書の添付を省略する方法（例） 

  ・ 申告書等の所定の箇所、「譲渡所得の特例の適用を受ける場合の不動産に係

る不動産番号等の明細書」又は「取得した不動産に係る不動産番号等の明細

書（相続税・贈与税用）」に不動産番号等を記載して提出する。 

・ 登記事項証明書の写し、登記完了証の写し又は登記識別情報通知の写しを

提出する。 

４ 総合譲渡

項 目 内  容 

損益通算等 【留意事項】 

１ ゴルフ会員権の譲渡により生じた損失は、原則として、他の所得との損益通算

はできません。 

２ 総合長期譲渡所得から他の所得の計算上生じた損失を控除する場合には、２

分の１をする前の金額から控除します（一時所得も同じです。）。 

３ 配偶者居住権又は配偶者敷地利用権が消滅し、その消滅につき対価又は補償

金を取得した場合、その対価等の所得区分は総合譲渡所得となります。 
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５ 株式等に係る譲渡所得等

項 目 内  容 

所得区分 【留意事項】 

１ 平成 27 年 12 月 31 日以前に発行された公社債（その発行の時において同族会社

が発行したものを除きます。）については、全て「上場株式等」に該当します。 

２ 償還差益につき発行時に源泉徴収された割引債や貸付信託の受益権の譲渡によ

る所得についてはなお非課税とされており（措法 37 の 15）、一般株式等に係る譲

渡所得等（措法 37 の 10）及び上場株式等に係る譲渡所得等（措法 37 の 11）のい

ずれにも含まれません。 

  また、貸付信託の受益権に係る収益の分配は、源泉分離課税の対象となる利子所

得に該当するため、上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法 37

の 12 の２）の対象にならず、源泉徴収で課税が完結します。 

３ 上場株式等に係る利子（特定公社債に係る利子及び公募公社債投資信託に係る収

益の分配等）について、総合課税の利子所得を選択することはできません。 

４ 「特定上場株式等の配当等」を申告する場合は、その全てについて、総合課税又

は分離課税のいずれかを選択しなければならないこととされています（一部を総合

課税、残りを申告分離課税とする申告はできません。）。 

  なお、上場株式等に係る利子所得を申告分離課税、特定上場株式等の配当等を総

合課税とすることはできます。 

特定口座 

【留意事項１】 

 特定口座へ受け入れられた株式の取得価額は、変更することができないため、特定

口座年間取引報告書に記載された金額に基づき計算します。 

【誤り事例２】 

甲は医療費控除を受けるため確定申告（収入は公的年金のみ申告）をしたが、

確定申告期限後に同年中の源泉徴収口座に係る上場株式等の譲渡損失を申告し

た方が有利であることに気付いたため、譲渡損失を計上する旨の更正の請求を

行った。 

⇒ 源泉徴収口座に係る上場株式等の譲渡損失を計上せずに確定申告を行った

場合には、更正の請求によりその譲渡損失を計上することはできない。 

【留意事項２】 

 源泉徴収口座に係る上場株式等の配当所得等又は譲渡所得若しくは譲渡損失を記

載せずに確定申告書を提出した場合には、申告不要制度を選択したこととなります。

したがって、源泉徴収口座に係る上場株式等の配当所得等又は譲渡所得若しくは譲

【誤り事例１】 

特定口座において譲渡した株式の取得費について、取得時の取引報告書により

実際の取得価額と異なっていることが判明したため、特定口座年間取引報告書と

異なる金額により申告をした。 

⇒ 特定口座年間取引報告書に記載された金額と異なる金額により申告をする

ことはできない。 
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項 目 内  容 

特定口座 

  （続） 

渡損失について確定申告において所得金額に含めずに申告した場合は、その後の修正

申告又は更正の請求において、当該所得（損失）金額を計上することはできません。

ただし、確定申告書自体を提出していない場合には申告不要制度を選択したことに

はなりませんので、源泉徴収口座に係る上場株式等の配当所得等又は譲渡所得若しく

は譲渡損失を記載した期限後申告書を提出することにより所得金額に含めることが

できます。 

なお、上記所得（損失）金額を確定申告において所得金額に含めて申告した場合は、

その後の修正申告又は更正の請求において、その所得（損失）金額につき申告不要制

度を適用して所得金額に含めないものとすることもできません。 

【その他留意事項】 

１ 源泉徴収口座内の配当所得等について、申告不要制度を適用するか否かは、その

源泉徴収口座ごとに選択する必要があります。 

 ※ 源泉徴収口座内の配当所得等について、利子所得のみ又は配当所得のみを申告

不要とすることはできません。 

２ 源泉徴収口座内の譲渡損失を申告する場合は、その源泉徴収口座内の配当所得等

についても申告しなければなりません。 

３ 証券会社への入出金は、公社債投資信託（ＭＲＦ）の譲渡又は取得に当たる場合

があり、その場合、特定口座年間取引報告書の収入金額及び取得費の額には、これ

らの入出金に係る金額も含まれていることとなります。

損益通算及び 

繰越控除 

【上記に係る留意事項】 

「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除の特例」を適用する場合には、翌年以降、

連続して確定申告書を提出することが必要となります。 

また、譲渡損失が発生する年分については、申告書第四表の提出は要しませんが、

「所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通

算及び繰越控除用）」及び「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」を必ず提

出する必要があります。 

【その他留意事項】 

１ 一般株式等に係る譲渡所得等に係る金額と上場株式等に係る譲渡所得等に係る

金額との損益通算を行うことはできません。 

２ 上場株式等を相対取引又は外国に所在する金融商品取引業者（国内において金融

商品取引業の認可を受けていないもの）との直接取引により譲渡した場合には、上

場株式等に係る配当所得等との損益通算及び繰越控除をすることはできませんが、

【誤り事例】 

甲は令和７年分の上場株式等の譲渡益から令和５年分の上場株式等に係る譲

渡損失を繰越控除するため、令和５年分の期限後申告書及び令和７年分の確定

申告書を提出した。 

なお、令和６年分については、医療費控除を受けるために確定申告書を令和７

年３月 14 日に既に提出していたことから、更正の請求書を提出した。 

⇒ 甲は、令和５年分の確定申告書を提出する前に令和６年分の確定申告書を

提出していることから、令和７年分において繰越控除の適用を受けることは

できない。 
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項 目 内  容 

損益通算及び 

繰越控除 

（続） 

その譲渡は「上場株式等に係る譲渡所得等（措法 37 の 11）」には該当するため、他

に上場株式等に係る譲渡所得等の金額がある場合には、上場株式等に係る譲渡所得

等についてのみ損益通算の対象となります。 

３ 確定申告において、上場株式等に係る譲渡損失の金額（繰越控除額を含みます。）

と、上場株式等に係る配当所得等との損益通算は、配当所得等について確定申告す

ることを選択し、かつ申告分離課税を選択したものに限られます。 

なお、この場合に配当所得について配当控除は適用できません。 

４ 令和６年分以前の上場株式等の繰越控除の特例適用者で、令和７年中に上場株式

等の譲渡損失と上場株式等の配当所得等があった場合には、まず、令和７年中の上

場株式等の譲渡損失と配当所得等を損益通算します。 

５ 特定管理株式が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例（措法

37 の 11 の２）の適用により、譲渡損失とみなされた金額については、上場株式等

に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例の適用を受けることができます。 

６ 平成 28 年分から「上場株式等に係る譲渡損失の損益通算（措法 37 の 12 の２

①）」及び「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除（措法 37 の 12 の２⑤）」のいず

れの特例についても「宥恕規定」が廃止されているため、上場株式等に係る譲渡損

失の計算明細書を添付した上で確定申告書（期限後申告書を含みます。）を連続し

て提出すること等の所定の要件（※）を満たさない限り、これらの特例の適用を受

けることはできません。 

 ※ 措通 37 の 12 の２－５《更正の請求による更正により上場株式等に係る譲渡損

失があることとなった場合》の定めに該当する場合には、更正の請求により譲渡

損失の繰越控除が認められる場合があります。 

【参考】前年分の上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例適用可否

市県民税関係 【留意事項】 

令和４年度税制改正において、令和６年度（令和５年分）以後の個人住民税におけ

る特定配当等に係る所得及び特定株式等譲渡所得に係る所得の課税方式を、所得税及

び復興特別所得税における課税方式と一致させることとなり、所得税及び復興特別所

得税と個人住民税において、それぞれ異なる課税方式（申告⇔申告不要、総合課税⇔

分離課税）の選択ができなくなっています。 

源泉徴収口座以外 

（簡易申告口座、 

一般口座） 

特例適用不可 

源泉徴収口座については申告不要制度

を選択したこととなるため 
源泉徴収口座 

提出していない 

提出している 

令和６年分の所得

税の期限後申告書

を提出することに

より、特例適用可能 

令和６年分の所得

税の更正の請求書

を提出することに

より特例適用可能 

【注意】 

いずれの場合

も、令和７年分

の所得税の確定

申告書の提出前

に、期限後申告

書又は更正の請

求書を提出しな

ければなりませ

ん。 

確定申告をしていな

かった上場株式等に

係る譲渡損失の金額

が生じた口座は、源

泉徴収口座以外か 

既に令和６年分の所

得税の確定申告書を

提出しているか 
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６ 贈与税関係

項 目 内  容 

贈与による 

取得の時期 

【上記に係る留意事項】

 主な「みなし贈与」の場合における贈与時期については、次のとおりです。  

みなし贈与の種類 贈与により取得したとみなされる財産 贈与の時期 

生命保険金 満期等により取得した生命保険金 保険事故が発生した時 

定期金 
給付事由の発生により取得した定期金の

受給権 

定期金給付事由が発生した

時 

低額譲受け 低額譲受けにより受けた利益 財産を譲り受けた時 

債務免除等 債務の免除、引受け等により受けた利益 債務の免除等があった時 

その他利益の享受 その他の理由により受けた経済的な利益 利益を受けた時 

信託に関する権利 

委託者以外の者を受益者とする信託の効

力が生じた場合等の信託に関する権利又

は利益 

信託の効力が生じた時等 

【その他留意事項】 

贈与により農地を取得した場合の取得時期については、相基通１の３・１の４共

―10 に基づき取り扱いますが、次の要件の全てに該当する農地の贈与については、同
通達にかかわらず農地法の許可又は届出に関する書類を農業委員会に提出した日に

贈与があったものとして取り扱って差し支えないとされています。 

① 所有権移転の許可等の効力が、農業委員会に申請書等を提出した日の属する年

の翌年１月１日から３月 15 日までの間に生じていること。 

② 贈与税の申告書が、所有権移転の許可等の効力が生じた日からその年の３月

15 日までの間に提出されていること。 

【誤り事例】 

 甲は、令和７年 12 月 25 日に父が契約者（保険料負担者も父）、受取人が甲で

ある生命保険契約の満期を迎えたが、当該満期保険金を令和８年１月に受領し

たため、令和７年分の贈与税の申告書を提出しなかった。 

⇒ 贈与の時期は、満期日（令和７年 12 月 25 日）とされ、令和７年分の贈与税

の課税価格に算入しなければならない。 

各特例の 

提出書類 

【留意事項】 

１ 各特例の適用を受けるために、贈与税の申告の添付書類として戸籍の謄本又は

戸籍の抄本を提出する場合においては、謄本又は抄本の原本を提出しなければな

らないこととされています（相続税の場合とは異なり、これらの書類をコピーし

たものを含む旨の規定は設けられていません。）。 

２ 登記事項証明書（原本）の添付省略については、「各特例の提出書類」（21 ペー

ジ）を参照してください。 

  なお、贈与税の場合は、申告書に不動産番号等を記載することによっても、登

記事項証明書（原本）の添付が省略できます。 

適用税率 《直系尊属から贈与を受けた場合の贈与税の税率の特例》 

【留意事項】 

１ 直系尊属（父母又は祖父母等）からの贈与により財産を取得した者（その年の１

月１日において 18 歳以上（令和４年３月 31 日以前の贈与については 20 歳以上））

のその財産に係る贈与税額は、特例税率を乗じて算出します。 
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項 目 内  容 

適用税率 

（続） 

２ 特例税率を適用する場合で、基礎控除額（110 万円）を差し引いた後の課税価格

が 300 万円を超えるときは、申告書とともに受贈者の戸籍謄本又は抄本その他の書

類で、その受贈者の氏名、生年月日、その受贈者が贈与者の直系卑属に該当するこ

とを証する書類を申告書に添付する必要があります。 

  なお、平成 27 年分以降の贈与税の申告において、同一の贈与者からの贈与につ

き、上記の書類の添付をした上で申告書を提出していた場合には、申告書第一表に

その贈与税申告書を提出した年分及び税務署名を記載することで、上記添付書類の

提出を省略できます。 

相法 21 条の６ 《贈与税の配偶者控除の特例》 

【誤り事例】 

甲は、配偶者から令和７年 11 月に土地（評価額 1,000 万円）及び現金 1,100 万

円の贈与を受けて、その土地の上に居住用家屋を新築する請負契約を締結した。

家屋は令和８年５月に完成予定であったが、令和８年３月 15 日の時点におい

て新築の工事が完了に準ずる状態（屋根を有し、土地に定着した建造物として認

められる時以後の状態）にあったことから、本特例を適用して申告をした。 

 ⇒ 令和８年３月 15 日までに居住用不動産の取得及び居住開始をしていないた

め、この特例を適用することはできない。 

【留意事項】 

贈与税の配偶者控除の特例について、贈与を受けた金銭で居住用不動産を取得す

る場合には、原則として、贈与を受けた年の翌年３月 15 日までに不動産の取得を行

い、かつ、同日までに居住を開始する必要があります。 

※ 「住宅取得等資金の非課税」とは異なり、贈与を受けた年の翌年３月 15 日の時

点において、①不動産の取得をしたが居住を開始していない場合又は②居住用の家

屋の建築中で、新築の工事が完了に準ずる状態（屋根を有し、土地に定着した建造

物として認められる時以後の状態）にある場合は、特例を適用することができませ

ん。 

相法 21 条の９ 

措法 70 条の２の６

《相続時精算課税の特別控除》 

【誤り事例】 

贈与者は、令和７年７月 10 日に 60 歳になったことから、同年８月１日に子

（30 歳）に土地の贈与を行い、子は当該贈与について相続時精算課税制度を適用

する旨の贈与税の申告を行った。 

 ⇒ 贈与者については、令和７年１月１日において 59 歳であったためこの特例

を適用することはできない。 

【留意事項】 

１ 原則として、相続時精算課税の特別控除の適用があるのは、贈与者が、贈与を行

った年の１月１日において 60 歳以上（令和７年分の贈与については、昭和 40 年１

月２日以前に生まれた者）の直系尊属であり、また、受贈者が、贈与を受けた年の

１月１日において 18 歳以上（令和７年分の贈与については、平成 19 年１月２日以

前に生まれた者）の直系卑属である推定相続人又は孫である場合に限られます。 

２ 相続時精算課税制度の適用を受ける場合には、相続時精算課税適用財産が 110 万

円以下の場合は申告期限内に相続時精算課税選択届出書及び添付書類を、相続時精

算課税適用財産が 110 万円を超える場合には申告期限内に贈与税の申告書、相続
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項 目 内  容 

相法 21 条の９ 

措法 70 条の２の６

（続） 

時精算課税選択届出書及び添付書類を提出しなければなりません。 

３ ２年目以降は、申告期限内に申告書の提出がない場合には、特別控除額の残額が

あっても特別控除を適用することはできません。 

【留意事項】 

  同一年中に、２人以上の特定贈与者から贈与により財産を取得した場合の相続時

精算課税に係る基礎控除額 110 万円は、特定贈与者ごとの贈与税の課税価格であん

分します。 

なお、特定贈与者以外の個人からの贈与については、別途、暦年課税の基礎控除

の適用があります。 

【誤り事例】 

甲は、令和７年４月１日に父及び母から現金 100 万円ずつの贈与を受け、そ

れぞれの贈与について初めて相続時精算課税制度を選択することとした。各特

定贈与者から受けた贈与財産の価額は、共に相続時精算課税に係る基礎控除額

（110 万円）の範囲内であるため、各特定贈与者に係る相続時精算課税選択届

出書及び添付書類を申告期限内に提出した。 

 ⇒ 本件では、父及び母から贈与を受けた相続時精算課税適用財産の価額の合

計額が相続時精算課税に係る基礎控除額（110 万円）を超えるため、甲が両

者からの贈与について、共に相続時精算課税の特別控除の特例の適用を受け

るためには、相続時精算課税選択届出書及び添付書類のみならず、贈与税の

申告書を申告期限内に提出する必要がある。 

住宅取得等資金

措法 70 条の２ 

措法 70 条の３ 

《直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税》 

《住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例》 

【誤り事例１】 

甲は、令和３年に父から贈与を受けた財産について相続時精算課税制度を適用

して申告していた。今回、令和７年に父から住宅取得等資金の贈与を受けて自宅

を新築したため、「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の

非課税の特例（措法 70 の２）」の適用を受けたい旨を申し出たところ、過去に父

からの贈与については相続時精算課税制度を選択していることから、この特例の

適用を受けることはできない旨の指導を受けたため、この特例の適用を断念しよ

うとしている。 

⇒ 過去に相続時精算課税制度を選択している贈与者からの贈与であっても、こ

の特例を適用することはできる。 

【留意事項１】 

「住宅取得等資金の非課税」は、過去に相続時精算課税制度を選択している贈与者

からの贈与であっても他の要件を満たす場合には、適用することができます。 

なお、「住宅取得等資金の非課税」を適用した財産は、非課税となることから、贈

与者の相続開始時に相続税の課税価格に含める必要はありません。 

【誤り事例２】 

甲は、令和７年に父から住宅取得等資金の贈与を受けて自宅（登記事項証明書

に記載された床面積：241 ㎡）を新築し、同年中に居住を開始したため、「直系尊

属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税の特例（措法 70 の

２）」を適用して申告をした。 
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項 目 内  容 

住宅取得等資金

（続） 

措法 70 条の２ 

措法 70 条の３ 

⇒ 新築をした自宅の床面積が 240 ㎡を超えていることから、この特例を適用す

ることはできない。 

【留意事項２】 

「住宅取得等資金の非課税」については、新築等をする家屋の床面積が 40 ㎡以上

240 ㎡以下という要件が設けられているため、その家屋の床面積が 240 ㎡を超える場

合には適用をすることはできません。  

 なお、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」につい

ては、床面積の上限は定められていませんので、他の要件を満たす場合には適用する

ことができます。 

《参考》床面積について 

 新築等をした家屋の床面積は、登記簿上表示される床面積（２階以上の場合はそ

の合計）によります。 

 なお、その一部が受贈者の居住の用以外の用に供される家屋(店舗兼住宅等)につ

いては、居住の用以外の用に供される部分の床面積を含めた家屋全体の床面積によ

り判定します。 

 また、２人以上の者で共有されている家屋についても、その家屋全体の床面積に

より判定することに留意してください。 

【誤り事例３】 

甲は、父から住宅取得等資金の贈与を受け、令和７年 11 月 30 日に建売住宅

（マンション）の売買契約を締結し、頭金を支払ったが、当該住宅の引渡しは、

令和８年３月末の予定であるにもかかわらず、この特例を適用する旨の贈与税の

申告書を提出した。 

⇒ 令和８年３月 15 日までに住宅を取得していないことから、この特例を適用

することはできない。 

【留意事項３】 

この特例を適用する場合における「新築」には、令和８年３月 15 日において屋根

（その骨組みを含みます。）を有し、土地に定着した建造物として認められる時以後

の状態にあるものが含まれることとされています。

しかし、「取得」には、これらの状態にあるものが含まれないため、贈与を受け金

銭を建売住宅又は分譲マンションの取得の対価に充てている場合には、令和８年３月

15 日までにその引渡しを受けていなければ、特例の適用を受けることはできません。

【誤り事例４】 

甲（夫）と乙（妻）は、令和７年にそれぞれの父から住宅取得等資金の贈与を

受けた。甲（夫）は、贈与を受けた資金により土地を購入し、乙は贈与を受けた

資金と自己資金により、甲の購入した土地の上に自宅を新築した。 

 なお、甲と乙は令和８年３月 15 日までに新築した自宅に居住を開始している

ことから、甲、乙共に「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与

税の非課税の特例（措法 70 の２）」を適用して申告をした。 

※ 家屋は乙の単独取得である。 

⇒ 甲は、取得した土地の上に令和８年３月 15 日までに住宅用家屋を新築して

いないことから、この特例を適用することはできない。 
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項 目 内  容 

住宅取得等資金

（続） 

措法 70 条の２ 

措法 70 条の３ 

【留意事項４】 

「住宅取得等資金」の範囲には、住宅用家屋の取得だけでなく、住宅用家屋の新築

に先行してするその敷地の用に供される土地等の取得のための資金も含まれます。 

 ただし、贈与を受けた翌年３月 15 日までに、取得した土地等の上に住宅用家屋を

新築・取得していない場合は、住宅取得等資金の贈与税の非課税及び相続時精算課税

選択の特例の適用はありません。 

したがって、上記事例のように、期限までに取得した土地上に住宅用家屋が新築さ

れ、居住を開始した場合であっても、贈与を受けた本人が家屋を新築し、その家屋に

持分を有していない場合には特例を適用することができないことに留意してくださ

い。

【その他留意事項】 

１ 「住宅取得等資金の非課税」の適用後の残額には、暦年課税にあっては基礎控除

（110 万円）を適用することができ、また、相続時精算課税にあっては相続時精算

課税に係る基礎控除（110 万円）の適用後の残額について特別控除（2,500 万円）

を適用することができます。 

なお、贈与者が令和７年１月１日時点において 60 歳未満の場合、「住宅取得等資

金の非課税」と「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」

を併用する場合には、特例ごとに要件を満たす必要があることに留意する必要があ

ります。 

２ 平成 21 年分から令和５年分までの贈与税の申告で、「住宅取得等資金の非課税」

を適用している場合は、令和７年分の贈与について「住宅取得等資金の非課税」の

適用はできません。 

３ 令和６年分の贈与税で「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けている場合には、

その適用を受けた非課税金額を次の表の非課税限度額から控除した残額が、令和７

年分の贈与税の申告で非課税の適用を受けることができる金額となります。 

《参考》非課税限度額（令和７年分）

住宅用家屋の種類 

省エネ等住宅 左記以外の住宅 

1,000 万円  500 万円 

４ 贈与を受けた金銭のうち、不動産仲介手数料や不動産取得税等の付随費用に充て

られた部分については、「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けることはできま

せん。 

５ 取得した住宅用家屋が経過年数や耐震基準を満たしていない場合であっても、取

得の日までに、同日以後耐震改修を行うことについて、都道府県知事等に申請等を

行い、かつ、令和８年３月 15 日までに耐震改修によりその住宅用家屋が耐震基準

に適合すると証明されたときは、「住宅取得等資金の非課税」を適用することがで

きます。 

６ 「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けるためには、取得期限（贈与を受けた

年の翌年３月 15 日）までに、住宅取得等資金の全額を充てて住宅用の家屋の新築
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項 目 内  容 

住宅取得等資金

（続） 

措法 70 条の２ 

措法 70 条の３ 

又は取得等をし、居住期限（贈与を受けた年の翌年 12 月 31 日）までにその家屋に

居住する必要があります。 

７ 贈与者である「直系尊属」には、受贈者の養親及び当該養親の直系尊属は含まれ

ますが、下記の者は含まれません（措通 70 の２－１）。 

  また、直系尊属から贈与を受けた場合の贈与税の税率の特例（措法 70 の２の５）

においても同様です。 

（１）受贈者の配偶者の直系尊属（民法第 727 条《縁組による親族関係の発生》に規

定する親族関係がある場合を除く。（２）において同じ。） 

（２）受贈者の父母が養子の縁組による養子となっている場合において、その受贈者

が当該養子の縁組前に出生した子である場合の当該父母の養親及びその養親の

直系尊属 

（３）受贈者が民法第 817 条の２《特別養子縁組の成立》第１項に規定する特別養子

縁組による養子である場合のその実方の父母及び実方の直系尊属 

（注）養親及びその養親の直系尊属から住宅取得等資金を贈与により取得した場合

において、当該贈与の時に民法第 727 条に規定する親族関係がないときは、「住

宅取得等資金の非課税」の適用はありません。 

【所得税の確定申告に関連して特に留意すべき事項】 

１ 「住宅取得等資金の非課税」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時

精算課税選択の特例」の適用を受ける人が、所得税の「（特定増改築等）住宅借入金

等特別控除」の適用を受ける場合には、住宅等の取得等の対価の額又は費用の額から、

住宅取得等資金の贈与の特例を受けた部分の金額（非課税金額又は特別控除額）を控

除しなければなりません。 

２ 令和７年分の所得税に係る合計所得金額が2,000万円（住宅取得等資金を充てて新

築等をした住宅用家屋の床面積が40㎡以上50㎡未満である場合は1,000万円）を超え

る場合には、「住宅取得等資金の非課税」を適用することはできません。 

《参考》住宅取得等に関連する所得税及び贈与税の特例と所得制限について

住宅取得等に関連する所得税及び贈与税の特例については、次のとおり適用年

分における合計所得金額に制限が設けられているものがありますので、注意して

ください。

特例等 所得制限 

所
得
税
関
係

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除 

合計所得金額 2,000 万円（家

屋の床面積が 40 ㎡以上 50 ㎡

未満である場合は 1,000 万

円）以下の年分のみ適用 

居住用財産の買換え等の場合の譲渡損

失の損益通算及び繰越控除の特例（措

法 41 の５） 

損益通算 

所得制限なし 

繰越控除 

合計所得金額 3,000 万円以下

の年分のみ適用（各年におい

て判定） 

特定居住用財産の譲渡損失の損益通算

及び繰越控除の特例（措法41の５の２） 

損益通算 

所得制限なし 

繰越控除 

30



項 目 内  容 

住宅取得等資金

（続） 

措法 70 条の２ 

措法 70 条の３ 

合計所得金額 3,000 万円以下

の年分のみ適用（各年におい

て判定） 

贈
与
税
関
係

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を

受けた場合の贈与税の非課税（措法 70

の２） 

合計所得金額 2,000 万円（取
得した住宅用家屋の床面積が
40 ㎡以上 50 ㎡未満の場合は
1,000 万円）以下 

住宅取得等資金の贈与を受けた場合の

相続時精算課税選択の特例（措法 70 の

３） 

制限なし 

相続時精算課税（相法 21 の９、措法 70

の２の６） 
制限なし 

個人版 

事業承継税制 

措法 70 条の 

６の８ 

《個人の事業用資産についての贈与税の納税猶予及び免除》 

【留意事項】 

１ この特例の適用に当たっては、都道府県知事に対し「個人事業承継計画」（認定

経営革新等支援機関による所見の記載があるもの）を提出し、その確認を受けるほ

か、贈与後に都道府県知事による「円滑化法の認定」も受ける必要があることに留

意してください。 

  なお、「個人事業承継計画」及び「円滑化法の認定」に関する都道府県知事への

申請は、贈与を受けた年の翌年１月 15 日までに、先代事業者の主たる事務所が所

在する都道府県知事に対し行う必要があります。 

２ 期限後申告となった場合には、この特例の適用を受けることはできません（宥恕

規定は設けられていません。）。 

３ 先代事業者と生計を一にする親族が有する資産のうち、一定の要件を満たす事業

用資産の贈与についてはこの特例の適用対象となりますが、この場合その親族から

の贈与は先代事業主からの承継（贈与・相続）後１年以内にされたものに限られま

す。 

４ 先代事業者が営む事業が不動産貸付業、駐車場業又は駐輪場業である場合には、

その規模、設備の状況及び営業形態等を問わず、この特例の適用対象からは除かれ

ています。 

５ 宅地等及び家屋等の贈与とともに債務の引受けがあった場合、贈与税の申告書の

提出により納付すべきものの額の計算については、宅地等及び家屋等の価額は贈与

時における通常の取引価額に相当する金額によることになります。 

 なお、この場合の納税猶予分の贈与税額の計算については、財産評価基本通達の

定めによって算定した金額（相続税評価額）によることになります。 
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項 目 内  容 

法人版 

事業承継税制 

【特例措置】 

措法 70 条の 

７の５ 

《非上場株式等についての贈与税の納税猶予及び免除の特例》 

【誤り事例】 

甲は、父（先代経営者）と兄（会社の代表権を有していたことはない。）から特

例認定贈与承継会社の非上場株式の贈与を受けて、各贈与について非上場株式等

についての贈与税の納税猶予及び免除の特例（措法 70 の７の５）を適用する旨

の申告書を提出した。なお、先行贈与（先代経営者である父からの贈与）につい

ては、相続時精算課税制度を選択し、当該先行贈与分については納付すべき税額

が生じていない。 

⇒ 後発贈与（兄からの贈与）については、贈与者要件（代表者経験等）を満た

していないため、この特例を適用することはできない。 

【上記に係る留意事項】 

先行贈与について、相続時精算課税制度の適用等により猶予税額が生じていない場

合には、措令 40 の８の５①に規定する「措法 70 の７の５の規定の適用に係る贈与」

には該当しないこととなります。そうすると、後発贈与（その他親族からの贈与）が

「最初の措法 70 の７の５の適用に係る贈与」と判定せざるを得ないことから、結果

として後発贈与について贈与者要件（代表者経験等）を満たしていない場合には、こ

の特例を適用することはできません。 

【その他留意事項】 

１ 法人版事業承継税制に係る特例措置の適用に当たっては、都道府県知事に対し

「特例承継計画」（認定経営革新等支援機関による所見の記載があるもの）を提出

し、その確認を受けるほか、株式の贈与後に都道府県知事による「円滑化法の認定」

も受ける必要があることに留意してください。 

  なお、「特例承継計画」及び「円滑化法の認定」に関する都道府県知事への申請

は、贈与を受けた年の翌年１月 15 日までに、会社の主たる事務所が所在する都道

府県に対し行う必要があります。 

２ 期限後申告となった場合には、事業承継税制に係る特例措置の適用を受けること

はできません（宥恕規定は設けられていません。）。 

 ※ 事業承継税制に係る一般措置についても同様です。 

３ 贈与者（先代経営者）が複数の受贈者（後継者）に非上場株式等を贈与して事業

承継税制に係る特例措置の適用を受ける場合には、最初に行われた贈与と同一年中

の贈与に限り特例措置を適用することができます。 

※ 同一の贈与者が翌年以降に同一会社の非上場株式等の贈与を行う場合は、当該

翌年以降の贈与について特例措置の適用を受けることはできません。
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７ 財産評価関係

項 目 内  容 

奥行価格補正 【誤り事例】 

奥行が一定でない土地について、正面路線から 

一番長い距離を奥行距離として、奥行価格補正率を 

適用して評価した。 

路線価×奥行価格補正率×地積＝評価額 

【留意事項】 

奥行距離は、原則として正面路線に対し垂線的な奥行距離によります。 

ただし、奥行距離が一定でない不整形地については、実際の奥行距離を限度とし

て、不整形地の面積を間口距離で除して算出した計算上の奥行距離によります。 

雑種地の評価 【誤り事例】 

倍率地域内にある雑種地（駐車場等）について、その雑種地の固定資産税評価額

に宅地の評価倍数を乗じて評価した。 

（雑種地の）固定資産税評価額×宅地の評価倍率＝評価額 

【留意事項】 

雑種地の価額は、原則として、その雑種地と状況が類似する付近の土地の価額を基

として評価します。宅地に比準して評価する場合注１は、次のとおりです。 

① 近傍宅地の１㎡当たりの固定資産税評価額×宅地の評価倍率 

＝１㎡当たりの価額（○Ａ） 

② ｛○Ａ×画地補正率×（１－しんしゃく割合注２）－１㎡当たりの宅地造成費｝×地積

＝評価額 

注１ 評価対象地の周囲が純農地、純山林又は純原野である場合には、付近の純農

地、純山林又は純原野の価額を基として評価します。 

２ 市街化調整区域内の雑種地の価額を評価する場合の「しんしゃく割合」は、

原則として、家屋の建築が全くできない場合は 50％、家屋の構造、用途等に制

限を受ける場合は 30％となります。 

転用許可を受け

た農地の評価 
【誤り事例】 

市街化調整区域内の農地について、農地法第５条の許可を受けて贈与された場

合に、農地としての固定資産税評価額に農地の評価倍率を乗じて評価した。 

【留意事項】 

農地法第５条の許可を受けている農地については、評価上は市街地農地となりま

すので、その農地が宅地であるとした場合の価額からその農地を宅地に転用する場

合に通常必要と認められる宅地造成費相当額を控除して評価します。

地積規模の大き

な宅地の評価 

【留意事項】 

１ 「地積規模の大きな宅地の評価」における規模格差補正率に宅地造成費相当額は

反映されていませんので、市街地農地等の価額を評価するに当たっては、個々の農

地等の状況に応じて宅地造成費相当額を控除して評価します。 

２ 課税時期において「既に開発を了しているマンション・ビル等の敷地用地」であ

っても、適用条件に該当すれば、「地積規模の大きな宅地の評価」の適用対象とな

ります。 

（面積÷間口距離）

○誤      

○正  
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項 目 内  容 

居住用の区分所

有財産の評価 

【留意事項】 

 「居住用の区分所有財産」の価額は、個別通達により評価することとなりますが、

以下の点に留意してください。 

１ 「居住用の区分所有財産」は、構造上、主として居住の用に供することができる

もので、原則として、登記簿上の建物の種類に「居宅」を含むものが該当します。

例えば、現に事務所として使用している場合であっても、構造上、主として居住の

用途に供することができるものであれば、これに該当することとなります。 

２ 評価乖離率が零又は負数（マイナス）の場合には、原則として、「居住用の区分

所有財産」の価額は評価しません（評価額を零とします。)。 

取引相場のない

株式（出資） 

「評価明細書第５表」 

【留意事項】 

 純資産価額方式により評価する場合において、帳簿に負債として記載のある各種

引当金、固定資産に係る減価償却累計額等については、次のとおり取り扱います。 

１ 固定資産に係る減価償却累計額、特別償却準備金及び圧縮記帳に係る引当金又

は積立金の金額がある場合には、それらの金額をそれぞれの引当金等に対応する

資産の帳簿価額から控除した金額をその固定資産の「帳簿価額」とします（「資産

の部」）。 

２ 貸倒引当金、退職給与引当金、納税引当金及びその他の引当金、準備金並びに繰

延税金負債に相当する金額は、負債に該当しないものとするため、「相続税評価額」

欄及び「帳簿価額」欄へは計上しません（「負債の部」）。 
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【参考１】主な収用補償金の課税区分一覧表
補 償 金 の 種 類 税法適用上の区分 所 得 区 分 摘    要 

土地の取得に係る補償 

対価補償金 分離譲渡所得 棚卸資産を除く。 
土地に関する所有権以外の権利
の消滅に係る補償 

建
物
等
の

移

転

料

建物移転料 

移転補償金 一時所得 

実際に建物等を取り壊した場

合には対価補償金として分離譲

渡所得とすることができる。た

だし、棚卸資産を除く。 
工作物移転料 

動産移転料 

移転補償金 一時所得 

交付の目的に従って支出した
場合には、総収入金額に算入し
ない（支出後残額が生じた場合
は、一時所得の金額の計算上、総
収入金額に算入する。）。 

仏壇･神棚移転料 

仮住居補償 

仮倉庫補償 

仮車庫補償 

家賃減収補償 収益補償金 不動産所得 － 

借家・借間人補償 対価補償金 総合譲渡所得 － 

配偶者居住権、配偶者敷地利用
権の消滅等に係る補償金 

対価補償金 総合譲渡所得 － 

墳墓改葬料 

精神補償金 非課税 － 弔祭料 

祭祀料（遷座祭典料） 

移
転
雑
費

移転先選定に要する
費用 

移転補償金 一時所得 

交付の目的に従って支出した
場合には、総収入金額に算入し
ない（支出後残額が生じた場合
は、一時所得の金額の計算上、総
収入金額に算入する。）。 
※ 建物等を取り壊した場合で

も、対価補償金とすることは
できない。 

法令上の手続に要す
る費用 

転居通知費・移転旅費 

その他雑費 補償の実体的な内容に応じて判定 

就業不能補償 収益補償金 事業又は雑所得 － 

立木 

庭木 移転補償金 一時所得 伐採をした場合は総合譲渡所得 

用材林 対価補償金 山林所得 所有期間が５年を超えるもの 

収穫樹 移転補償金 一時所得 伐採をした場合は総合譲渡所得 

営業補償 

収益補償金 事業又は雑所得 

－ 

特産物補償 － 

天恵物補償 － 

飲料水補償 

その他の補償金 一時所得 

－ 

し尿処理補償 － 
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【参考２】主な譲渡所得の特例一覧表 

区分 譲渡損益
新資産の

取得 
特 例 

自
己
の
居
住
用
財
産
の

譲
渡

譲渡益
（＋）

－ 居住用財産を譲渡した場合の3,000万円の特別控除（措法35①） 

－ 
居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特例（措法31の３） 
⇒ 軽減税率（所得税10％、住民税４％）（※ 課税長期譲渡所得金額6,000万円まで

の部分）

○ 
特定の居住用財産の買換え（交換）の特例（措法36の２（36の５）） 
⇒ 課税の繰延べ 

譲渡損
（－）

○ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法41の５） 

－ 特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法41の５の２） 

収
用
等
に
よ
る
譲
渡

譲渡益

（＋）

○ 
収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例（措法33） 
⇒ 課税の繰延べ 

－ 
収用交換等の譲渡所得等の特別控除（措法33の４） 
⇒ 5,000万円特別控除 

－ 
特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の特別控除（措法34）
⇒ 2,000万円特別控除 

－ 
特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の特別控除（措法34の２） 
⇒ 1,500万円特別控除 

－ 
農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の特別控除（措法34の３） 
⇒ 800万円特別控除 

事
業
用
資
産

の
譲
渡

譲渡益

（＋）
○ 

特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の特例（措法37） 
⇒ 課税の繰延べ 

相
続
財
産

の
譲
渡

譲渡益

（＋）
－ 

被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除の特例（措法35③）

相続財産を譲渡した場合の取得費の加算の特例（措法39） 
⇒ 相続税額を取得費に加算 

そ
の
他

譲渡益

（＋）

－ 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の軽減税率の特例 
（措法31の２） 
⇒ 軽減税率（所得税10％、住民税４％）適用（※ 課税長期譲渡所得金額 2,000

万円までの部分） 

－ 
国や地方公共団体等に対して短期保有の土地等を譲渡した場合の軽減税率の特例
（措法32③） 
⇒ 軽減税率（所得税15％、住民税５％）適用 

－ 

特定期間に取得をした土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の特別控除 
（措法35の２） 
⇒ 1,000万円特別控除 
※ 平成21年及び平成22年に取得した土地等の譲渡に適用。用途は問わない。 

－ 
低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の特別控除（措法35の３） 
⇒ 100万円特別控除 
※ 令和２年７月１日以後の譲渡に適用。 

○ 
固定資産を交換した場合の譲渡所得の特例（所法58） 
⇒ 譲渡なしとみなす 

－ 
保証債務を履行するために資産を譲渡した場合の課税の特例（所法64②） 
⇒ 譲渡なしとみなす 

※ 各特例の適用に当たっては、適用要件を確認してください。 
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